
 
 

 平成２９年度当初予算の主な事業＜施策分野別＞ 
※新規、一部新規、拡充事業については、事業名にそれぞれ【新規】【一部新規】【拡充】と表記しています。 

                                            

施策分野 事業名 Ｈ29予算額 事  業  の  概  要 

 
１．市民生活 
 
『市民参加
で進める住
みやすいま
ちづくり』 

市民協働推進事業 
4,127 

千円 

市民参加によるまちづくりについて、意識の醸成を図るとと
もに、多様化する市民ニーズに対応するため、市民と行政の協
働によるまちづくりの推進を図る。 
○平成２８年度に引き続き、市民と行政の協働によるまちづく
りについて、その基本理念を定め、市民と行政などの役割分担
を明確にし、協働の推進に必要となる基本的な事項を定める
「（仮称）協働のまちづくり推進条例」の制定に取り組む。 
 また、市内の各地区を単位として、自治会や各種団体等で構
成する「（仮称）まちづくり協議会」の組織化を支援するととも
に、地域のけん引役となり得る人材の育成を図る。 

市民活動団体等による情報発信を支援するため、市民活動情
報サイトを運営するとともに、地域課題の解決に市民活動団体
等と行政が協働して取り組む協働事業提案制度を推進する。 
・（仮称）協働のまちづくり推進条例市民検討会議及びまちづく
り講座運営支援委託 1,620 千円 
・（仮称）協働のまちづくり推進条例概要パンフレット等作成 

                      870 千円 
・協働事業提案制度採択事業補助金 508 千円 他 

自治振興対策事業 
2,649 

千円 

自治連絡協議会や地区自治連絡会の活動を支援し、地域住民
相互の交流を深め、明るく住みよい地域社会の形成を図る。 

また、地区自治連絡会が主体となり、又は地域の各種団体等
との連携により地域の課題解決や活性化を図る取組みを支援す
ることで、地域主体のまちづくりの推進を図る。 
・自治連絡協議会運営補助金 497 千円 
・地域活性化推進事業補助金 5 地区 2,000 千円 他 

【一部新規】 
結婚相談事業 

2,652 
千円 

結婚を希望する男女の出会いの機会が減少傾向にあることか
ら、お見合いや婚活イベントなどによる出会いの場を創出し、
結婚に向けた相談や支援を行う。 
○平成２９年度から、結婚を前提とした健全な出会いの場等を
提供する団体や事業者に対して補助金を交付する。 
（当初予算額） 
・結婚相談員報酬等 1,692 千円（相談員３名） 
・婚活セミナー運営委託 100 千円 
・婚活イベント運営委託 200 千円 
・婚活支援事業実施団体補助金 500 千円 

（1 事業 100 千円×５回） 他 

国際化推進事業 
1,102 

千円 

袖ケ浦市国際化基本方針に基づき、国籍や民族に関係なく、
すべての人が安心して暮らせる多文化共生のまちづくりの推進
を図る。 

また、国際親善を目的に活動している袖ケ浦市国際交流協会
に対して活動費を助成することで、市民レベルでの国際交流が
積極的に行われるよう支援する。 
・国際交流協会運営事業補助金 1,000 千円 他 

【一部新規】 
男女共同参画推進
事業 

3,382 
千円 

自立した個人が互いを尊重し、あらゆる場において男女が平
等な立場で参画できる社会の実現を図る。 

平成 29 年度は、袖ケ浦市男女共同参画計画（第３次）の計
画期間が平成３０年度をもって満了することから、次期計画の
策定に向けて市民ニーズや課題を把握する市民意識調査を実施
する。 
・男女共同参画計画第 4 次策定に伴う市民意識調査委託 

2,869 千円 他  



 
 

バス路線整備事業 
49,267 

千円 

地域住民の交通利便性を確保するため、市の公共交通網の骨
格を形成する既存バス路線の運行を維持するための支援を行う
とともに、高速バスの利便性の向上に向けた取り組みを行う。 
・既存バス路線の維持に係る補助金 48,991 千円 他 

交通空白地域対策
事業 

2,291 
千円 

交通空白地域における交通弱者の移動手段を確保するため、
地域住民やＮＰＯ等が主体となった、移動手段を確保する取り
組みを支援する。 
・地域支え合い活動支援事業用車両賃貸借料 765 千円 
・地域支え合い活動支援事業補助金（平川地区） 1,500 千円 
・新たな地区での仕組みづくり準備費 17 千円 他 

消費生活相談・ 
消費者啓発事業 

4,965 
千円 

「架空請求」や「多重債務問題」等の相談事業並びに消費者被
害を未然に防止する啓発事業を実施し、消費者の保護に努める。 
・消費生活相談事業 4,727 千円 
（内訳）消費生活相談員報酬 3,890 千円 
    消費生活相談リーフレット印刷 63 千円  他 
・消費者啓発事業 238 千円 
（内訳）消費生活相談員報酬 120 千円 
    消費者教室講師謝礼  40 千円 
    啓発冊子印刷     49 千円  他 

火葬場整備事業 
39 

千円 

４市広域による火葬場の整備・運営を進め、安定的な火葬業
務の提供を図る。 
○４市広域による火葬場の整備に係る共同事業の範囲や負担割
合などについて引続き協議を進めるとともに、各種調査や基本
計画の策定を進める。 
・先進地視察に係る旅費 39 千円 

 
２．防犯・防
災 
  
『災害、事
故、犯罪をな
くす安全性
の高いまち
づくり』 

庁舎整備事業 
168,107 

千円 

災害時に防災拠点となる市役所庁舎は、耐震強度の不足とと
もに老朽化が進行しているため、既存旧庁舎の建替え並びに既
存新庁舎の耐震補強及び大規模改修を行い、市民の安全・安心
の確保と災害時における災害対策本部機能の確保・強化を図る。 
○昨年度に引き続き基本設計を実施するとともに、市民の意見
を取り入れるため、平成２８年度に設置した庁舎整備検討市民
委員会により市民交流スペース等の計画について検討する。 

また、庁舎整備には多額な事業費が見込まれることから、庁
舎整備基金を積み立てる。 
・庁舎整備基本設計委託（継続費：Ｈ28、29 年度） 

17,764 千円 
・庁舎整備基金積立金 150,000 千円 他 

防犯対策運営事業 
13,315 

千円 

街頭防犯カメラの設置、市民生活安全パトロールなどをはじ
め、袖ケ浦市防犯指導員協議会や自主防犯組織などの団体と連
携し、犯罪の未然防止を図り、市民が安全で安心して暮らすこ
とのできる地域社会の実現に努める。 
○平成 27 年度から設置を進めている街頭防犯カメラを新たに
２ケ所設置する。 
・街頭防犯カメラ設置工事 1,373 千円 
・市民生活安全パトロール委託 8,424 千円 他 

【新規】 
災害対策コーディ
ネーター養成事業 

573 
千円 

自分たちの地域は地域のみんなで守る、「共助」への取組み
支援の一環として、平時には自主的に地域活動に参加し、防災
知識の普及や意識の向上に努め、災害時には自主防災組織、ボ
ランティア等と連携・協力して、行政など関係機関との連絡調
整等の役割を担う人材を養成することにより地域防災力の強
化・充実を図る。 
・災害対策コーディネーター養成講座委託 320 千円 
・袖ケ浦市災害対策コーディネーター連絡会貸与資機材購入 

200 千円 
・災害対策コーディネーター認定者用帽子等購入 53 千円 



 
 

奈良輪第一排水区
雨水対策整備事業 

207,600 
千円 

奈良輪第一排水区において雨水排水施設の整備を行い、浸水
被害の防止に努める。 
・奈良輪第一排水区雨水対策整備工事委託 3,700 千円 
・境界杭復元測量委託 6,050 千円 
・雨水幹線家屋事後調査委託 4,000 千円 
・奈良輪第一雨水幹線工事（安全施設・管理用道路） 

56,600 千円 
・歩道橋整備工事 35,000 千円 
・水位計設置工事 14,500 千円 
・第六雨水幹線整備工事（管理用道路）14,600 千円 
・流入渠護岸等工事 9,429 千円 
・工事等補償費 45,000 千円 他 

消防用車両購入 
事業 

35,705 
千円 

複雑多様化する災害に対応するため、老朽化した消防車両を
最新装備の消防車両に更新し、災害時における警防体制の充実
を図るとともに、被害の拡大防止及び軽減を図ることを目的と
する。 
・高規格救急車購入（中央消防署）1 台 35,692 千円 他 

消防団詰所建設事
業 

29,272 
千円 

災害時等、消防団拠点施設として、補修等により維持してき
ましたが、老朽化が著しいため、建て替えをし、市民の不安解
消と非常備消防力の充実を図る。 
・第１９分団詰所建設工事（解体・建築設備工事） 

 29,248 千円 

 
３．保健・医
療・福祉 
  
『すこやか
に暮らせる
ふれあいと
支えあいの
まちづくり』 
 

経済対策臨時福祉
給付金給付事業 

138,056 
千円 

社会全体の所得と消費の底上げを実現するために、低所得
者に対する臨時的な給付措置を実施する。 
「経済対策臨時福祉給付金」 
○１人 15,000 円支給 
・給付対象者：9,000 人 135,000 千円 

【新規】 
学習支援事業 

4,369 
千円 

生活保護受給者を含む生活困窮世帯の子どもを対象とし
て、学習支援、居場所の提供や進路相談等を行い、貧困の連
鎖を防止する。 
○平成２９年度から、小学校４年生から中学校３年生を対象
とし、高校受験のための進学支援や、学校の学習の復習、宿
題の習慣づけ、学び直しなどの学習支援を行うとともに、子
どもの養育に必要な知識、進学に必要な奨学金などの公的支
援の情報提供など親に対する養育支援を開始する。 
・学習支援事業委託 4,369 千円 

【新規】 
障害福祉計画策定
事業 

5,253 
千円 

障がいのある人もない人も地域の中で共に暮らす社会を実現
していくため、本市における障がい者の自立及び社会参加支援
等の施策の総合的かつ計画的な推進を図るため「そでがうら・
ふれあいプラン（「第 3 期障害者福祉基本計画」・「第 5 期障
害福祉計画」）を策定する。 
・「第 3 期障害者福祉基本計画」・「第 5 期障害福祉計画」策
定委託 4,942 千円  他 

重度心身障害者 
医療費支給事業 

123,950 
千円 

重度心身障害者（児）の健康及び福祉の増進のため、保険診
療に係る医療費を支給する重度心身障害者医療費支給事業を実
施する。 
○重度心身障害者（児）の保険診療分について、現物給付によ
り支給する。 
（対象）身体障害者手帳２級以上、療育手帳Ａの２以上、身体
障害者手帳３級かつ療育手帳Ｂの１以上の方で、市民税所得割
額２３５，０００円未満の方 
（支給額）自己負担分（保険診療総医療費から各法健康保険の
給付と自己負担額（３００円、市民税所得割非課税世帯は０円）
を除いた額） 
・扶助費 120,711 千円 他 



 
 

精神障害者医療費
等給付事業 

37,042 
千円 

精神障がい者の治療と早期社会復帰の促進のため、医療費を
給付する精神障害者医療費等給付事業を実施する。 
○精神障がい者の入院及び通院による医療費の一部を給付す
る。 
（対象）袖ケ浦市に１年以上住所を有する精神障がい者で精神
障害の治療のため、医療機関において１か月以上にわたり治療
を受けている方で、市民税所得割額が２３５，０００円未満で
自立支援医療（精神通院医療）の利用者又は後期高齢者医療の
被保険者 
（給付額）自己負担分（窓口負担額から高額療養費等の支給額
を除いた額） 
・扶助費 37,042 千円 

【拡充】 
コミュニケーショ
ン支援事業 

2,745 
千円 

 聴覚、言語・音声機能等の障害により、意思の疎通に支障の
ある障がい者に対し、円滑な日常生活及び社会参加を促進する
ため、手話通訳者等による支援を行うコミュニケーション支援
事業を実施する。 
○市役所窓口に手話通訳者の設置、手話通訳者及び要約筆記者
の派遣により、意思疎通支援を行う。 
（対象）聴覚や言語に障がいのある方 
（実施事業）手話通訳者設置、手話通訳者及び要約筆記者派遣
※手話通訳者の設置について、平成２９年４月１日より週３日
から週５日に変更。 
・非常勤一般職報酬（手話通訳者） 1,624 千円 他 

介護給付費等支給
事業 

680,190 
千円 

障がい者の自立した生活を支援するため、自立支援給付事業
における介護給付費等支給事業を実施する。 
○居宅介護・重度訪問介護・行動援護・生活介護・短期入所・
施設入所支援等の介護を行う福祉サービスを提供し、障がい者
の福祉の増進を図る。 
・扶助費 679,266 千円 他 

訓練等給付費等 
支給事業 

269,101 
千円 

訓練等により、障がい者の自立した生活を支援するため、自立
支援給付事業における訓練等給付費等支給事業を実施する。 
○就労移行支援・就労継続支援・共同生活援助等の障がい者が
自立するための訓練を行う福祉サービスを提供し、障がい者の
福祉の増進を図る。 
・扶助費 269,101 千円 

心身障害児通所 
支援事業 

189,311 
千円 

 心身障がい児に対して、療育及び発達訓練等の支援を行うた
め、障害児通所給付費を支給する心身障害児通所支援事業を実
施する。 
○心身障がい児に対して、言語（コミュニケーション能力）、
心理（成長に必要な興味・関心）、身体（歩行訓練）等の早期
療育等を行い、集団生活への適応訓練や生活能力向上のために
必要な訓練等、社会との交流の促進等の支援を行う。 
・扶助費 189,311 千円 

【拡充】 
世代間支え合い 
家族支援事業 

3,700 
千円 

高齢者と子等が新たに袖ケ浦市で同居又は近隣に居住するた
め、住宅の新築、購入、増改築、転居等に要する費用の一部を
助成することにより、世代間でお互い支え合いながら生活する
多世代家族の形成を促進し、高齢者の孤立を防ぐとともに、家
族の絆の再生を図る。 
○新築、購入、増改築費用の２分の１（限度額３０万円）を助
成する。 
○同居するための引越し費用の２分の１（限度額５万円）を助
成する。 
・世代間支え合い家族支援事業補助金 3,700 千円 

【一部新規】 
介護施設等整備 
事業 

53,562 
千円 

地域密着型サービス事業である「定期巡回・随時対応型訪問
介護看護事業所」及び「小規模多機能型居宅介護事業所」の整
備に係る経費の一部について、介護施設等整備事業交付金を受
け入れ、整備事業者に補助を行う。 
・介護施設等整備事業補助金 53,559 千円 他 



 
 

【新規】 
私立保育施設等整
備助成事業 
幼保連携推進事業
（認定こども園整
備助成） 
 

473,144 
千円 

保護者の多様なニーズや増加する保育需要に対応するため、
認定こども園や認可保育所の設置運営を行う事業者に対し、整
備費用の一部を助成することにより子育て環境の向上を図る。 
○社会福祉法人による新たな認可保育所を平成 29 年度中に、
認定こども園を３０年度に開設できるよう設置運営する事業者
に対し、施設整備費の一部を補助する。 
・工事等補助金（認定こども園分） 333,066 千円 
・工事等補助金（認可保育所分）  140,062 千円 他 

【一部新規】 
子育て世代包括 
支援事業 
※子育て世代総合
サポートセンター 

3,629 
千円 

妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関する
不安の解消を図るとともに、教育・保育施設や地域の子育て支
援事業を円滑に利用できるよう、専門職員等がきめ細やかに相
談支援を行い、子育て環境の向上を図る。 
○平成 29 年 4 月開設：子育て世代総合サポートセンター（市
役所新館２階） 
・非常勤一般職報酬（助産師） 2,894 千円  他 

【新規】 
産前産後ヘルパー
派遣事業  

1,750 
千円 

家族等から十分な家事及び育児の援助が受けられない母親等
に対し、産前産後においてヘルパーサービスを提供することで、
安心して子育てができる環境の向上を図る。 
○平成 29 年 4 月サービス提供開始 
・産前産後ヘルパー委託 1,750 千円 

放課後児童健全 
育成事業 

100,097 
千円 

留守家庭等の児童に対し、遊びを主とした生活の場を提供し、
児童の健全育成の向上を図ることを目的とする。 
○保護者が労働等により昼間家庭にいない児童に対し、放課後
の家庭にかわる適切な遊びや生活の場を与えて、その健全な育
成活動を行う地域組織として児童クラブを設置し、その運営等
に関し支援を行う。 
○平成２９年度は、「中川小学校区放課後児童クラブ」の保育環
境を改善するため、中川小学校の余裕教室の改修工事を実施す
る。 
・放課後児童クラブ運営費補助金（11 クラブ）65,658 千円 
・指定管理料（3 クラブ）18,055 千円 
・中川小学校余裕教室改修工事 10,433 千円  他 

私立保育所児童 
委託事業 

542,592 
千円 

市内及び市外の私立保育所において、保育を必要とする乳幼児
に対し、就労などの理由のため家庭で保育できない保護者に代
わって保育することを目的とする。 
（私立保育園運営費負担金） 
・昭和保育園   109,118 千円 
・長浦保育園   139,832 千円 
・白ゆり保育園  147,361 千円 
・大空保育園   124,540 千円 
・管外私立保育所  21,741 千円 

地域型保育給付 
事業 

63,745 
千円 

多様な保育ニーズに対応できるよう、小規模保育事業や家庭
的保育事業の環境整備を進め、３歳未満の児童に対する保育サ
ービスの充実を図る。 
○子ども・子育て支援新制度において市町村による認可事業と
して児童福祉法に位置付けられた地域型保育事業（小規模保育
事業、家庭的保育事業）を実施し、３歳未満の児童を保育する。 
・委託料【家庭的保育】みらいっ子るーむ 11,542 千円 
・負担金【小規模保育・事業所内保育】３事業者 

 51,974 千円 他 

私立保育所等運営
費等助成事業 

123,062 
千円 

市内私立保育園等を利用中の児童の処遇の向上を図るととも
に、多様なニーズに対応した保育サービスの提供を支援する。 
○延長保育・一時保育・病児保育・病後児保育事業や、地域で
子育てを支援するための子育て支援センター事業など、私立５
園の３１事業に対し助成を行う。 
・昭和保育園（7 事業） 25,022 千円 
・長浦保育園（8 事業） 29,092 千円 
・白ゆり保育園（7 事業） 21,716 千円 
・大空保育園（８事業） 33,716 千円 
・みどりの風保育園（1 事業） 1,580 千円 他 



 
 

健康づくり支援セ
ンター管理事業 

175,637 
千円 

「健康で美しく長生きできるまちづくり」の実現に向けて、
高齢者や障がい者を含めた市民全員の健康維持・増進をハー
ド・ソフト両面で支援する袖ケ浦健康づくり支援センターの管
理運営を指定管理者に委託するとともに、総合的な健康づくり
活動を展開する。 

 
・健康づくり支援センター指定管理料 166,066 千円 
・施設及びトレーニング機器等修繕 6,000 千円 
・入退場システム/トレーニング機器等貸借料 1,822 千円 
・電話設備改修工事 1,291 千円 他 

特定不妊治療費等
助成事業 

3,700 
千円 

医療保険の対象外で高額な不妊治療費用の一部を助成するこ
とにより、不妊に悩む夫婦の受診と治療を促進し、出生率の向
上に資する。 
○特定不妊治療等を受けた市民からの申請により、費用の一部
を助成する。助成額は、特定不妊治療で１５万円、男性不妊検
査で１万円を年間上限額とし、助成を実施している。 
・特定不妊治療費助成（50 件）3,600 千円 
・男性不妊検査費助成（10 件） 100 千円 

【拡充】 
成人健康診査事業 

9,220 
千円 

対象者に対し各種健（検）診を実施することにより、個人の
健康状態を把握し、健康に対する意識の向上及び疾病の早期  
予防を図る。 
○肝炎ウイルス検診：４０歳以上の市民で、過去に当該検診に
相当する検診を受けたことがなく、かつ本検診の受診を希望す
る者。また、平成 29 年度から受診勧奨通知対象者について、
満４０歳から５歳刻みの者（上限なし）に通知する。 
・肝炎ウイルス検査委託 5,709 千円 
・若年期健康診査委託 2,981 千円  他   

がん検診事業 
72,781 

千円 

健康増進法に基づき、胃がんや肺がんなどの各種がん検診を
実施し、早期発見及び早期治療を行うことで、健康保持及び増
進を図ることを目的とする。 
（検診の種類）胃がん、子宮がん、乳がん、肺がん、大腸がん 
・各種がん検診委託 72,373 千円  他  

健康マイレージ 
事業 

2,717 
千円 

死亡原因の多くを占める生活習慣病の発症や重症化を予防す
るため、市民の健康に対する意識の向上や各種健診の受診率向
上を図るとともに、正しい生活習慣の定着を図る。 
○各種の健康目標に取り組み達成した方にポイントを付与し、
一定以上のポイントを獲得した方に賞品を贈呈することで、健
康づくりに取り組む市民の拡大を図る。 
・報償物品費 2,000 千円  他 

【一部新規】 
介護予防・生活支
援サービス事業 
（介護保険特別会
計） 

105,714 
千円 

介護保険制度における要支援認定者等の多様な生活支援の需
要に対応するため、介護予防の訪問・通所介護等のサービスに
加え、住民主体の支援等も含めた多様な介護予防・生活支援サ
ービスの提供体制を整備し、要支援者等の在宅生活の安心確保
を図る。 
・介護予防・生活支援サービス事業費 81,628 千円  
 （内訳） 訪問型サービス費 30,121 千円 
      通所型サービス費 51,407 千円 
      高額介護予防サービス費相当事業等費 100 千円 
・介護予防ケアマネジメント事業費 24,086 千円 

【一部新規】 
一般介護予防事業 
（介護保険特別会
計） 

3,990 
千円 

高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることのない
住民運営の通いの場等を充実させ、人と人とのつながりを通じ
て参加者や通いの場が継続的に拡大するような地域づくりを推
進し、介護が必要な状態になっても住み慣れた地域で安心して、
生きがい・役割をもって生活を継続できる地域の実現を図る。 
・地域介護予防活動支援事業 1,539 千円 
・介護予防普及啓発事業    262 千円 
・地域リハビリテーション活動支援事業 2,018 千円 
・介護支援ボランティア事業  171 千円 



 
 

包括的支援事業・
任意事業 
（介護保険特別会
計） 

78,574 
千円 

高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続
できるよう、地域包括支援センターを中心として、高齢者やそ
の家族の支援を行うとともに、関係機関との緊密な連携により、
地域において高齢者等を支える仕組みづくりを進める。 
・包括的支援事業費       49,883 千円 
・任意事業費          24,390 千円 
・在宅医療・介護連携推進事業費   147 千円 
・認知症施策推進事業費      4,096 千円 
・生活支援体制整備事業費       58 千円 

 
４．学校教
育・生涯学習 
  
『豊かな人
間性を育む
文化の香る
まちづくり』 
  
 

【拡充】 
奨学資金貸付事業 

34,462 
千円 

経済的理由により修学が困難な者に対し、奨学資金を貸し付
けることにより修学を容易にし、有為な人材を育成する。 
○平成 29 年 4 月 1 日から、給付型奨学資金や日本学生支援機
構奨学金など他の奨学資金との併用を認め、延滞利率を年７％
から年５％に引き下げる。 
・奨学資金貸付金 32,808 千円  他 

【一部新規】 
小中学校環境整備 
事業 

18,897 
千円 

老朽化した給排水設備等の更新と、トイレの洋式便器への改修
工事を実施し、衛生的で良好な教育環境を整備するとともに、
避難所としての防災機能の強化を図る。また、普通教室への冷
房設備の整備について検討を行う。 
○国の補正予算により、28 年度 2 月補正へ計上。29 年度へ繰
越し、小学校校舎便所改修工事を実施する。 
（平成 28 年度 2 月補正予算額） 
・蔵波小学校校舎便所（東側）改修工事 41,256 千円 
・奈良輪小学校校舎便所改修工事 80,082 千円  他 
（平成 29 年度当初予算額） 
・小学校空調設備基本設計委託 8,997 千円 
・中学校空調設備基本設計委託 9,900 千円 

【一部新規】 
小中学校管理工事
費 

66,955 
千円 

 老朽化した小学校施設の安全及び教育環境を確保するため、
改修工事を実施する。 
○平成 29 年度は、奈良輪小学校の児童数が将来にわたり増加
し、普通教室が不足することが見込まれることから、増築設計
等を実施する。 
・奈良輪小学校校舎増築設計・地質調査委託 7,560 千円 
・長浦小学校受変電設備更新工事 12,658 千円 
・根形小学校プール床改修工事 11,988 千円 
・蔵波中学校武道場床改修工事 11,189 千円  他 

【新規】 
幼稚園管理工事費 

3,115 
千円 

 平成３１年度の今井幼稚園との統合により、管理諸室の不足
が見込まれることから、改修工事の設計を実施する。 
・中川幼稚園改修工事設計委託 3,115 千円 

中学校吊天井等耐
震対策事業 

－  

生徒の安全を確保するとともに安心して学ぶことができる教
育環境を整備する。また、避難所としての防災機能強化を図る
ため、吊天井や照明設備等の非構造部材の点検結果に基づき、
施設の改修工事を実施する。 
○国の補正予算により、28 年度 2 月補正へ計上。29 年度へ繰
越し、武道場吊天井等耐震対策工事を実施する。 
（平成２８年度２月補正予算額） 
・平川中学校武道場吊天井等耐震対策工事（建築・設備） 

26,180 千円 

【新規】 
昭和中学校校舎外
壁屋根改修事業 

－  

生徒の安全を確保するとともに安心して学ぶことができる教
育環境を整備する。また、避難所としての防災機能強化を図る
ため、老朽化した外壁及び屋根の改修工事を実施する。 
○国の補正予算により、28 年度 2 月補正へ計上。29 年度へ繰
越し、老朽化した外壁及び屋根の改修工事を実施する。 
（平成２８年度２月補正予算額） 
・昭和中学校校舎棟（南側）外壁屋根改修工事 90,180 千円 



 
 

社会教育施設吊天
井等耐震対策事業 

68,514 
千円 

大規模地震に対する来館者の安全を確保するとともに、災害時
の避難所としての防災機能の強化を図るため、吊天井等の耐震
対策工事を実施する。 
・市民会館大ホール棟吊天井等耐震対策工事監理委託 
 2,256 千円 
・市民会館大ホール棟吊天井等耐震対策工事(建築・設備) 
                     66,258 千円 

【新規】 
市民会館外壁屋根
改修事業 

5,632 
千円 

外壁及び屋根の改修工事を実施し、来館者の安全を確保する
とともに施設の長寿命化を図る。また、災害時の避難所として
の防災機能の強化を図る。 
・市民会館外壁屋根等改修工事実施設計委託 5,632 千円  

小中学校読書教育 
推進事業 

26,030 
千円 

学校図書館に読書指導員を配置し、児童生徒の読書意欲を高
めるとともに、図書館用コンピュータ設置、図書流通システム
を運用することにより、学校図書館の機能を高め、蔵書の有効
活用及び読書教育の推進を図る。 
（小学校） 

読書指導員報酬 8,158 千円 
 図書購入費 4,250 千円 
 学校図書館用コンピュータ賃貸借料 1,473 千円  他 
（中学校） 

読書指導員報酬 5,099 千円 
 図書購入費 3,100 千円 
 学校図書館用コンピュータ賃貸借料 919 千円 他 

小中学校スクール
カウンセラー活用
事業 

9,424 
千円 

市内全小中学校にスクールカウンセラーを配置し、児童生
徒・保護者・教職員に対して、専門的な見地から相談・助言を
行うことにより、いじめや不登校、学校生活の諸問題等の予防・
改善を図る。 
（小学校）スクールカウンセラー報酬等 8,139 千円 
（中学校）スクールカウンセラー報酬等 1,285 千円 

小中学校基礎学力
向上支援教員配置
事業 

29,779 
千円 

少人数指導等を推進し、子ども一人ひとりに応じたきめ細か
な指導を行う中で基礎学力の向上を図る。 

※市内各小中学校：1 名配置 
（小学校）小学校基礎学力向上支援教員報酬等 17,360 千円 
（中学校）中学校基礎学力向上支援教員報酬等 12,419 千円 

【拡充】 
小中学校特別支援
教員活用事業 

47,715 

千円 

近年、義務教育段階における注意欠陥多動性障がい、高機能
自閉症などの発達障がいを持つ児童生徒の増加に伴い、個別に
きめ細かな対応が求められている。そこで、全小中学校に特別
支援教員を配置し、当該児童生徒の学習・生活上の指導・支援
を行うことで、学力や社会性及び基本的な生活習慣の定着を図
る。 
○平成 29 年度から全小学校に 2 名ずつ特別支援教員を配置す
る。 
○小学校１４名配置、中学校 5 名配置 
（小学校）小学校特別支援教員報酬等 34,905 千円 
（中学校）中学校特別支援教員報酬等 12,810 千円 

心の相談事業 
2,393 

千円 

市内全中学校に生徒の身近な相談相手としての相談員を配置
し、学校生活に悩みや不安、ストレス等を抱える生徒、保護者
の心の安定を図る。 
・非常勤一般職報酬（心の相談員）等 2,393 千円 

国際理解教育推進
事業 

35,597 
千円 

小中学校の体験的英語活動及び国際理解教育の充実を図るた
め、外国語指導助手を最大限に活用し、児童・生徒のコミュニ
ケーション能力を養うとともに、国際理解教育を推進する。 
○外国語指導助手（ＡＬＴ）７名の派遣（公立幼稚園、全小中
学校への配置） 
・非常勤一般職報酬（ＡＬＴ） 30,207 千円 他 

生涯学習ボランテ
ィア促進事業 

2,107 
千円 

社会教育機関において、社会教育推進員等のボランティアの
参画による各種講座を展開し、生涯学習ボランティアの養成と
活動の場の拡充に努め、子育て中の保護者の講座参加を促すた
めに、保育ボランティアの活動を支援するなどし、市民のより
主体的な学習活動を促進する。 
・社会教育推進員謝礼（63 人） 1,890 千円 



 
 

・生涯学習、保育ボランティア養成講座講師謝金 50 千円 他 

【一部新規】 
山野貝塚保存活用
事業  

4,196 
千円 

県指定史跡である山野貝塚は、保存状態が良好で、学術的に
重要な貝塚であることから、国史跡の指定を受け現状のまま保
存して後世まで伝える必要がある。国史跡指定を受けた後は、
シンポジウム等により市民に遺跡の重要性を周知するととも
に、保存活用計画を策定し、貝塚の整備及び周辺の文化財等と
一体化した公開・活用を行う。 
○平成 30 年 2 月に、山野貝塚シンポジウムを開催する。 
・山野貝塚シンポジウム事業費  808 千円 
・保存活用に係る先進地視察旅費 195 千円 
・山野貝塚貝層剥ぎ取り断面制作委託 3,175 千円  他 

読書普及事業 
1,258 

千円 

読書に関する様々な講座・講演会を開催し、より広範囲な市
民の図書館利用の促進と、読書の質的向上を図る。 

また、図書館の事業に市民がボランティアとして積極的に参
加できる場を設け、事業の充実と利用の拡大を図る。 
○4 か月児を対象に、ブックスタートを実施する。 
○障がい者サービスの充実を図るため、デジタル図書の国際標
準規格であるＤＡＩＳＹを利用できるように「視覚障がい者用
データベース」に加入する。 
・ブックスタート用絵本代等需用費 790 千円 
・視覚障がい者用データベース使用料 40 千円 他 

【新規】 
旧進藤家茅葺屋根
改修事業【継続費】 

39,865 
千円 

旧進藤家住宅の茅葺屋根全面と建物及び門・塀などの外構部
分を修復し、今後も永く維持・保存できるようにする。 
○平成 29・30 年度の 2 ケ年かけて改修工事を実施する。 
＜総事業費：50,407 千円＞ 
・旧進藤家住宅屋根等修理工事監理業務委託 1,502 千円 
・旧進藤家住宅茅葺屋根改修工事費 38,363 千円 

総合型地域スポー
ツクラブ活性化事
業 

4,191 
千円 

地域スポーツ振興による地域住民の交流促進、市民の誰もが
「いつでも、どこでも、いつまでも」生涯にわたってスポーツ
に親しめる場として、総合型地域スポーツクラブ活動の活性化
を図るため支援する。 
・クラブ活動補助金（5 クラブ） 3,815 千円 
・クラブ間交流大会・周知活動イベント運営委託 260 千円 
                           他 

スポーツ・イベン
ト大会 

1,977 
千円 

スポーツ・イベントの実施を助成することにより、市民スポ
ーツの活性化を図る。 
○平成 29 年度は、2020 年東京オリンピック・パラリンピッ
クに向け市内小学校におけるオリンピック・パラリンピック教
育を実施する。 
・オリンピアン・パラリンピアン派遣事業委託 1,085 千円 
・元旦マラソン 292 千円 
・プロ野球招致事業 600 千円 

総合運動場等管理
工事 

44,404 
千円 

 総合運動場各施設の改修工事を実施する。 
・陸上競技場耐震診断委託 2,888 千円 
・市営野球場改修工事（便所改修等） 32,649 千円 
・市営野球場車椅子用観覧席及び階段昇降機設置工事 

 3,100 千円 
・庭球場トイレ改修工事 5,767 千円 

 
５．環境 
 
『環境負荷
を減らし自
然と共生す
るまちづく

住宅用省エネルギ
ー設備等設置補助
事業 

14,200 
千円 

環境への負荷が少ない自然エネルギーの利用を促進する。 
・住宅用太陽光発電システム設置補助金 
 70 千円×60 件＝4,200 千円 
・家庭用燃料電池（エネファーム）設置補助金 
 100 千円×70 件＝7,000 千円 
・定置用リチウムイオン蓄電システム設置補助金 
 100 千円×30 件＝3,000 千円 



 
 

り』 

まちの美化推進事
業 

2,642 
千円 

 空き缶等のポイ捨て禁止啓発活動を通じて、市民等のモラル
の向上を図り美観の保護、美しい街づくりを目指す。 
○駅前等で市民参加によるポイ捨て防止啓発活動を行う。 
・環境美化推進員報酬 792 千円 
・散乱ごみ収集運搬業務委託（年３６回収集） 587 千円 
・ポイ捨て防止周知用看板作成委託 1,000 千円  他 

大気汚染監視機器
整備事業 

11,447 
千円 

大気環境の状況を的確に把握するために、耐用年数を経過し
た測定機器等を計画的に更新する。 
・大気汚染物質測定機器、気象観測機器購入費 11,447 千円 

長浦測定局（機種：炭化水素）１台 
長浦測定局（機種：オキシダント）１台 
三ツ作測定局（機種：硫黄酸化物・浮遊粒子状物質）１台 
吉野田測定局（気象：風向風速）１台 
福王台測定局（気象：風向風速・雨量）１台 

【一部新規】 
廃棄物・土砂対策
事業 

7,422 
千円 

廃棄物の不法投棄を防止するとともに、土砂等の埋立て等に
よる土壌の汚染及び災害の発生を防止することにより、市民の
生活環境と自然環境の保全を図る。 
○平成 29 年度から日曜・夜間等の監視体制の充実を図る。 
○職員及び土砂対策指導員によるパトロールの実施 
○監視カメラの設置等による不法投棄防止対策の実施 
・土砂対策指導員報酬等（2 名） 4,938 千円 
・日曜・夜間等監視委託 826 千円 
・水質、土壌分析費等 1,136 千円 
・不法投棄監視カメラ購入（3 台）151 千円 
・不適正埋立て防止チラシ作成 108 千円 他 

【新規】 
ごみ処理施設長寿
命化事業 

15,179 
千円 

老朽化により維持管理費用が増大し、かつ、ごみ資源化の機
能面が不足している現施設を改修することにより、コスト縮減
とごみ資源化を図りつつ、ごみ処理施設の長寿命化を図る。 
・一般廃棄物処理施設基本設計等作成委託 15,153 千円 他 

 
６．産業振興 
 
『産業が調
和した賑わ
いと活力の
あるまちづ
くり』 
 

有害鳥獣駆除事業 
20,641 

千円 

農畜産物又は生活環境等に被害を与えている鳥獣について、
鳥獣保護との調整を図りながら、有害鳥獣の駆除を行い、その
被害を防止又は抑制する。 
・袖ケ浦市有害鳥獣対策協議会等への補助 

金網柵：2,784ｍ（高谷地区ほか） 4,450 千円 
電気柵：1,180ｍ（川原井地区ほか） 474 千円 
捕獲機材購入（30 基） 504 千円 
有害鳥獣講習会開催（3 回） 242 千円 
緊急捕獲事業補助金 3,430 千円  

 トランシーバー購入等 853 千円 
・有害鳥獣駆除委託 6,512 千円 
・非常勤特別職報酬等（鳥獣被害対策実施隊）（3 名分） 

3,563 千円  
・わな猟免許新規取得、狩猟免許更新手数料、猟銃所持許可更

新手数料、経験者講習会受講手数料補助金等 229 千円 他 

農業後継者育成対
策事業 

6,560 
千円 

農業経営の安定化と長期営農化を推進するため、その農業経
営を継承する農業後継者及び新たに農業を始める新規参入者に
対し、補助金を交付する。 
○平成 28 年度から、国の補助事業を活用して、事業対象者に
対して、青年就農給付金（経営開始型）を給付する。 
・農業経営体育成セミナー 60 千円×8 名＝480 千円 
・農業大学校受講者 80 千円×1 名＝80 千円 
・青年就農給付金（経営開始型） 

1,500 千円（限度）×4 名＝6,000 千円 



 
 

【一部新規】 
観光・直売型農業
推進費 

602 
千円 

観光・直売型農業の拠点となる農畜産物直売所を指定管理者
による管理運営を行い、農家の担い手の確保・育成、地域農業
の振興を図る。また、身近な消費者に地元で生産される新鮮で
安全な農畜産物を提供することにより「地産地消」の促進を図
る。 
○国の補正予算により、28 年度 2 月補正へ計上。29 年度へ繰
越し、袖ケ浦市農畜産物直売所「ゆりの里」の改修工事等を実
施する。 
（平成 28 年度 2 月補正予算額） 
・農畜産物直売所改修工事（建築・電気設備・外構・売場照明・
外壁）69,960 千円 
・農畜産物直売所実施設計委託 4,947 千円 
・農畜産物直売所ＰＯＳレジ購入 2,231 千円 
・建築確認手数料 36 千円 
（平成 29 年度当初予算額） 
・施設修繕費 500 千円  他 

【新規】 
産地パワーアップ
事業 

45,000 
千円 

水田・畑作・果樹等の産地の強化を図るため、地域が一丸と
なって収益力強化に取り組むために必要な機械や施設の導入に
対し支援を行い、高収益な作物・栽培体系への転換を推進する。 
・ガラス温室及び付帯施設整備に係る工事等補助金＜作物名：
トマト＞1 件 45,000 千円 

農地中間管理事業 
13,497 

千円 

農地中間管理機構（公益社団法人千葉県園芸協会）からの業
務委託を受けて農地の貸し借りの仲介事業（農地中間管理事業）
を実施し、併せて機構集積協力金の交付事務を行い、農地の集
積・集約化の推進と担い手の経営規模拡大を図る。 
・地域集積協力金【百目木地区】 3,750 千円 
・地域集積協力金【大曽根・勝地区】 750 千円 
・経営転換協力金【貸付 0.5ｈａ×30 戸】 7,500 千円 
・耕作者集積協力金【2 筆以上まとまった農地等】 500 千円 

【一部新規】 
農家レストラン 
整備支援事業 

618 
千円 

市内の農畜産物を活用した料理を提供する農家レストランに
取り組む事業者に対し、必要な設備等の支援を行い、地産地消
や地域の活性化を図る。 
○平成 29 年度から、農家レストランの整備に係る支援を開始
する。 
・農畜産物の料理等に必要な施設、設備、機械等の整備に係る
補助          上限 500 千円（補助率 1/2） 
・料理開発に係る試験・開発・研修等に要する経費、広告宣伝
費等の補助       上限 100 千円（補助率 1/2）  

【新規】 
６次産業化支援事
業 

700 
千円 

生産者が自ら加工・販売まで行う６次産業化に意欲のある農
業者に対して、国の補助金や県のサポートセンターなどの情報
提供を行うほか、既に６次産業に取組んでいる市内の農家や商
業者とのネットワークを構築し、連携の強化につなげる。 
○平成 29 年度から、６次産業化の取組みに係る支援を開始す
る。 
・農畜産物の加工・販売等に必要な施設、設備、機械等の整備
に係る補助          上限 500 千円（補助率 1/2） 
・商品試作、パッケージ作成、宣伝広告等に係る補助 

 上限 200 千円（補助率 1/2） 

【新規】 
体験農園支援事業 

520 
千円 

体験農園を開設する農業者に対し、利用者募集の支援や補助
金の交付により開設支援を行い、体験農園の開設を推進するこ
とで、安定した農業経営としての新たなビジネスモデルを確立
するとともに、市民等への農業体験機会の拡大を図る。 
○平成 29 年度から、体験農園の整備に係る支援を開始する。 
・農園整備に係る補助     上限 500 千円（補助率 1/2） 
・運営資金に係る補助        20 千円（定額補助） 



 
 

農道・農業用排水
路維持管理費 

75,366 
千円 

農道及び農業用排水路の適正な維持管理を行うために必要な
修繕等を実施し、農業施設環境の整備保全を図る。 
・広域農道等除草清掃維持管理委託 17,442 千円 
・平岡大排水路整備工事 50,000 千円 
・農道補修工事＜川原井地区＞ 2,322 千円 
・農道補修工事＜高谷地区＞  1,253 千円  他 

県営経営体育成基
盤整備事業（武田
川下流地区） 

6,750 
千円 

高生産性農地の整備及び担い手の育成、農地集積の推進を図
るため、千葉県が進める基盤整備事業（区画整理・暗渠排水等）
に工事負担金を支出する。 
※全体計画：平成 24 年度～31 年度（受益面積 120ha のうち
袖ケ浦市 80ha） 
○国の補正予算により、28 年度 2 月補正へ計上。 
（平成 28 年度 2 月補正予算額） 
・県営事業工事負担金 30,000 千円 
（平成 29 年度当初予算額） 
・県営事業工事負担金  6,750 千円 

県営経営体育成基
盤整備事業（浮戸
川上流Ⅲ期地区） 

21,844 
千円 

高生産性農地の整備及び担い手の育成、農地集積の推進を図
るため、勝・大曽根地区で千葉県が進める基盤整備事業に工事
負担金を支出する。 
※全体計画：平成 25 年度～31 年度（受益面積 54ha） 
○国の補正予算により、28 年度 2 月補正へ計上。 
（平成 28 年度 2 月補正予算額） 
・県営事業工事負担金 38,800 千円 
（平成 29 年度当初予算額） 
・県営事業工事負担金 21,844 千円 

就労支援事業 
（従前：雇用促進
奨励金交付事業） 

1,018 
千円 

市民の就業機会及び市内企業の雇用機会を確保するため、関
係機関との連携による合同就職面接会や就労支援セミナー開催
に向けた検討を行う。 

また、高年齢者（５５歳以上）、障がい者の雇用を促進するた
め、高年齢者、障がい者を雇用した事業主に対して補助金を交
付し雇用機会の拡大を図る。 
・雇用促進奨励金 1,000 千円  他 

【拡充】 
中小企業融資資金
利子補給事業 

29,196 
千円 

市内中小企業者の経営基盤の安定・確立を図るため、必要な
資金を融資するとともに、借入金の金利負担を軽減する利子補
給の助成を行い、もって中小企業者の振興を図る。 
○平成２９年４月１日より、新たに創業資金を追加し、創業開
始後１年未満の方も融資対象とする。 
○創業資金の運転資金と設備資金は20,000千円を限度として
併せて融資が受けられる。 
・中小企業融資資金利子補給補助金 27,808 千円 
・小規模事業者経営改善貸付制度利子補給補助金 1,388 千円    

【一部新規】 
創業支援事業 

2,469 
千円 

市内において創業を促進するため、袖ケ浦市商工会や金融機
関等と連携しながら、創業しようとする方等を支援し、創業者
の経営の安定化を図るとともに、本市の産業振興及び活性化を
図る。 
・創業支援補助金（創業者）1,500 千円（500 千円×3 名） 
・ワンストップ相談窓口・創業塾に係る補助（商工会） 

 950 千円  他 

袖ケ浦椎の森工業
団地整備事業 

659,768 
千円 

県との共同により工業団地の整備を推進し、企業の新規立地
により地域経済の活性化を図るとともに、雇用の場を確保する。 
○平成 29 年度内の完成を目指す。 
・椎の森工業団地整備工事負担金 513,000 千円 
・緑地整備工事      92,999 千円  
・緑地管理用道路整備工事 53,719 千円  他 



 
 

袖ケ浦椎の森工業
団地企業誘致推進
事業 

977 
千円 

県との共同により企業誘致を推進し、企業の新規立地による
地域経済の活性化を図るとともに雇用の場を確保する。 
・企業誘致に係る旅費 486 千円 
・企業誘致パンフレット等印刷 491 千円 

企業等振興支援事
業 
（従前：新規立地
奨励金・大規模設
備投資奨励金等交
付事業） 

224,929 
千円 

大規模設備投資及び環境に配慮した設備を導入した企業に対
し、新規立地奨励金等を交付することで、企業の進出及び設備
投資等の促進を図るとともに、これら新規立地や設備投資に伴
い、市内在住者を新規雇用した企業に地元雇用奨励金を交付す
ることで、市内在住者の雇用の促進を図る。 

また、企業経営の安定化と事業の高度化、また、産業の振興
を図るため、県及び近隣市と連携しながら、規制緩和等につい
て側面的支援を行う。 
・新規立地奨励金（１社：１件）    101,271 千円 
・大規模設備投資奨励金（７社：９件） 112,925 千円 
・環境対応型設備投資奨励金（３社：３件）10,714 千円 他 

産業振興ビジョン
推進費 

5,787 
千円 

本市の産業振興に関する中長期的な指針とする「袖ケ浦市産業
振興ビジョン」を推進し、地域産業の充実・強化を図る。 
・産業間連携支援事業費（セミナー・料理講習会）270 千円 
・そでがうらマルシェ２０１７開催費 2,782 千円 
・食によるまちの活性化事業費（米粉プレミックス粉開発等）

2,735 千円 

観光振興支援事業 
13,111 

千円 

観光協会の実施事業に対し補助金を交付し、観光情報の発信
や特産品等の発掘・宣伝を促進するとともに、事務局の運営を
支援することで本市の観光ＰＲを推進する。 
・袖ケ浦市観光協会補助金 13,111 千円 
（補助対象経費の主な内訳） 

契約職員賃金     2,106 千円 
観光ガイドマップ作成 2,380 千円 
スタンプラリー開催   641 千円 
市民夏まつり開催   4,000 千円 
バスツアー開催    2,050 千円 

 
７．都市形
成・都市基盤 
  
『快適で調
和のとれた
まちづくり』 
 
 
 
 

川原井林線建設 
事業 

159,706 
千円 

県道南総昭和線と国道 409 号を結ぶ市道の 1 工区（林地区
の延長 686m）の現道拡幅整備を図る。 
・道路改良工事（L=175m） 142,226 千円 
・道路法面対策工事（L=50m､A=420 ㎡） 12,000 千円 
・移設補償費（東京電力）電柱６本、ケーブル 2,712 千円 

    （ＮＴＴ）電柱５本、ケーブル 2,268 千円  他 

三箇横田線建設 
事業 

44,419 
千円 

 横田市街地内を通る国道 409 号線のバイパス機能を有する
路線であるとともに、平川中学校の通学路として整備する。 
・道路改良工事（L=256m） 44,043 千円  他 

【新規】 
交差点改良事業 

27,573 
千円 

平成通り蔵波台交差点を改良（右折車線を設置）し、円滑な
交通処理と歩行者の安全性を確保する。 
・詳細設計委託（交差点 1 箇所） 3,899 千円 
・交差点改良工事（Ｌ＝200ｍ） 22,680 千円  他 

【新規】 
急傾斜地崩壊対策
事業 

16,881 
千円 

急傾斜地崩壊危険区域（神納２地区）において、５ｍ以上 10
ｍ未満の未整備箇所について、崩壊対策工事を実施し、がけ地
崩壊による災害から生命と財産を守ることを目的とする。 
・詳細設計委託＜神納地区＞ 4,936 千円 
・崩壊対策工事（Ｌ＝25ｍ）＜神納２地区＞ 11,945 千円 



 
 

橋梁長寿命化修繕
事業 

54,770 
千円 

道路橋 129 橋について、5 年に 1 回の定期点検が義務化さ
れたことにより、計画的に定期点検を実施する。また、予防的
な補修工事及び耐震補強工事を実施し、橋梁の長寿命化を図る。 
・耐震補強補修設計委託（南袖大橋） 15,261 千円 
・橋梁定期点検委託（大袖橋他４５橋） 29,333 千円 
・橋梁補修工事（百目木暮田橋） 10,163 千円  他 

高須箕和田線建設
事業 

64,049 
千円 

袖ケ浦駅海側土地区画整理事業との整合を図りつつ、袖ケ浦
駅の南北地区を結ぶため、ＪＲ内房線をアンダーパスするとと
もに、木更津金田地区方面からの都市計画道路西内河根場線と
連絡し、広域的なネットワークを構成する。 
・ＪＲアンダー等県工事地元負担金 48,248 千円 
・道路附属物設置工事（市道今井坂戸線交差部等）＜案内標識
４基設置＞ 13,047 千円  他 

高須箕和田線建設
事業（南袖延伸） 

192,671 
千円 

高須箕和田線を袖ケ浦駅海側地区から南袖地区まで延伸する
ことにより、本市内陸部から臨海部の工業地域をつなぐととも
に、将来計画されている東京湾岸道路に接続し、広域的なネッ
トワークを構成する。 
・道路詳細設計委託 4,601 千円 
・橋梁詳細設計委託 22,432 千円 
・土質調査委託 5,552 千円 
・土地購入費 145,833 千円  他 

西内河根場線建設
事業 

13,423 
千円 

本路線は、袖ケ浦駅北口と東京湾アクアラインを結ぶ都市計
画道路に位置付けらており、交通の利便性と安全性を確保する。 
・西内河根場線建設事業（千葉県）地元負担金 13,419 千円 
                           他 

西内河高須線建設
事業 

89,858 
千円 

木更津金田地区から袖ケ浦駅海側地区を経て、南袖大野台線
までを結ぶ広域的なネットワークを構築する。 
・土地購入費 39,525 千円 
・移転補償費 49,040 千円  他 

【一部新規】 
空き家等対策事務
費 

1,146 
千円 

適正に管理されていない空き家等が防災、防犯、衛生等の観
点から周辺の生活環境に影響を及ぼしていることに鑑み、空き
家等が管理不全な状態となることの防止やその解消を促すこと
により、市民等の生命、身体及び財産を保護するとともに良好
な生活環境の保全を図る。 
○空き家対策管理支援システムを導入する。 
・空き家対策管理支援システム賃貸借料 996 千円  他 

袖ケ浦駅海側土地
区画整理事業費 

165 
千円 

東京湾アクアラインなどの広域幹線道路と鉄道との結節性を
高め、交通拠点としての機能を集積した都市基盤を形成すると
ともに、昭和地域の生活拠点として市民の生活利便性などを向
上させるまちづくりを行う。 
○土地区画整理法第７５条に基づき、換地処分の公告等、引続
き組合への指導・援助を行い、事業の早期完了を目指す。 
・県への旅費、一般消耗品  52 千円  他 

幹線管渠建設改良
事業 
（公共下水道事業
特別会計） 

86,500 
千円 

 下水道計画区域の汚水管整備を推進し、公衆衛生の向上に寄
与するとともに、公共用水域の水質改善と快適な生活環境を確
保する。 
 また、大規模地震等の災害時においても、公共下水道の機能
を確保し、公衆衛生の維持に寄与するため、地震対策事業を実
施する。 
・公共下水道事業計画変更業務委託 4,400 千円 
・地震対策工事（幹線管渠等耐震化）52,000 千円 
・地震対策工事（マンホールトイレ整備・市民会館） 

6,600 千円 
・公共汚水桝増設工事 20,000 千円 
・補助管整備及び試掘工事 3,000 千円  他 



 
 

 
8．行財政 
 
『市民ニー
ズに的確に
対応する信
頼される行
財政運営』 

【新規】 
計画策定事業費 

19,439 
千円 

平成 32 年度を初年度とする新たな総合計画の策定に向け、
基礎調査や将来に向けた課題抽出などに着手する。 
○策定年度：平成 29 年度～31 年度 
・総合計画策定委託 10,617 千円 
・市内土地利用検討調査委託 8,640 千円  他 

【一部新規】 
シティプロモーシ
ョン推進事業 

9,102 
千円 

本市の認知度・イメージの向上により、交流・定住人口の増
加や、観光の振興、企業誘致の推進等を図るため、ホームペー
ジやツイッター等による情報発信を強化するとともに、メディ
アの活用や各種イベントとの連携等を進め、本市の魅力をＰＲ
する。 
○平成２９年度は、新たな媒体としてジェイコムと連携し、広
報番組を制作することや、千葉銀行東京営業部（日本橋）の大
型スクリーンにより動画放送を行うとともに、引き続き各種イ
ベントなどへ「ガウラ」を派遣してＰＲ活動を展開し、効果的
な情報発信を図る。 
・ジェイコム市政広報番組制作及び放映委託 2,290 千円 
・大型スクリーン動画放映委託 130 千円 
・各種イベントへの「ガウラ」派遣ＰＲ活動委託 2,678 千円 
・知名度アンケート調査委託 315 千円 他 

ふるさと納税推進
事業 

15,374 
千円 

地元特産品のＰＲ、地域経済の活性化及び自主財源の確保を
目的として、本市に一定額以上のふるさと納税（寄附金）を行
った市外在住者に対し、お礼品として市の特産品等を送付する。 
＜関連歳入＞寄附金（ふるさと納税：30,000 千円） 
・お礼品代金、配送料、業務委託 15,000 千円 他 
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